
別記

様式第１号（第５条関係）

新規 更新

競 争 入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書

宮崎県が発注する森林整備業務に係る競争入札に参加したいので、競争入札参加資格の審査

を関係書類を添えて申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

入札参加を希望する業務

地ごしらえ、植栽

下刈り、枝打ち、つる切り

登 録 希 望 業 務

除間伐、本数調整伐

附帯作業（作業道、歩道、防護柵、防風垣等の設置等）

(注）希望する業務に○を記入すること。

年 月 日

宮崎県知事 殿

郵便番号

（申請者）所在地

商号又は名称

代表者職・氏名

担当者 所属名

氏名

電 話 番 号

ＦＡＸ番号



様式第２号（第５条関係）

誓 約 書

年 月 日

宮崎県知事 殿

所在地

（申請者）商号又は名称

代表者職・氏名

私（申請者）は、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。

記

１ 地方自治法施行令第 167条の４第１項に該当する者

２ 地方自治法施行令第 167条の４第２項各号のいずれかに該当する者で、その事実があった

後２年を経過していないもの及びこれらの者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用する者



様式第３号（第５条関係）
経 営 規 模 等 総 括 表

フリガナ
商号又は名称 事業者区分 ・法人

所在地 〒
(該当に○) ・個人

職名 性別
代表者 ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年 月 日

経 氏名
職名 性別 ・森林組合

営 ﾌﾘｶﾞﾅ
生年月日 年 月 日

資 格 区 分
氏名 ・森林組合連合会

者 職名 性別 (該当に○)
ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年 月 日 ・認定林業事業体(注1)

等 氏名
その他 職名 性別

の ﾌﾘｶﾞﾅ
生年月日 年 月 日

氏名 建 設 業 に ・有り
一 職名 性別 係 る 許 可

ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 年 月 日 (該当に○) ・無し
覧 氏名

職名 性別
(注2) ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日 年 月 日
氏名

(注１) 認定林業事業体とは、県が発注する森林整備業務の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する要綱
（以下「資格等要綱」という。）第３条第２項第１号のイに該当する者をいう。

(注２) 経営者等の一覧には、法人にあっては役員又は支社、支店若しくは営業所の代表者、個人にあってはその者又は
支社、支店若しくは営業所の代表者を記入し、必要に応じて欄を追加すること。

（営業年数等）

創業年月日 休業又は転(廃)業の期間 現組織への変更 営業年数

年 月 日 年 月 日から 年 月 日まで 年 月 日 年

（従業員の雇用状況） 単位：人

通年雇用 臨時雇用
従業員の内訳 計

年間６月以上 年間６月未満

技術職員

うち森林整備業務の専門技術者

現場作業職員（技術職員を除く）

うち森林整備業務の現場作業職員

事務職員、その他

計

（資格等要綱第３条第２項の要件を満たす従業員） 単位：人

通年雇用
区分 うち資格等要綱第３条第

２項の要件を満たす者

森林整備業務の専門技術者 (A)

うち森林整備業務の現場作業職員を兼ねる者 (B)

森林整備業務の現場作業職員（専門技術者を除く） (C)

森林整備業務の現場作業職員（専門技術者を含む） (B)+(C)



（森林整備業務の専門技術者、現場作業職員が保有する資格等） 単位：人

資格・免許等 専門技術者 現場作業職員 計 備考
(専門技術者を除く）

資
伐木等の業務に係る特別教育修了者

格
要

刈払機作業従事者安全衛生教育修了者
件

林業架線作業主任者免許保持者

はい作業主任者技能講習修了者

そ 玉かけ技能講習修了者
の
他 小型移動式クレーン運転技能講習修了者
の
資 移動式クレーン運転士免許保持者
格
等 機械集材装置運転業務の特別教育修了者

フォークリフト運転技能講習修了者

車両系建設機械の運転技能講習修了者

地山の掘削作業主任者技能講習修了者

（林業機械保有台数） 単位：台

機 械 名 台 数 機 械 名 台 数

（ ） （ ）
チェンソー トラック・ホイールクレーン等（運材機能なし）

（ ） （ ）
刈払機（携帯式） クレーン付きトラック（運材機能あり）

（ ） （ ）
動力枝打機（自動木登り式、背負い式その他） グラップルローダ作業車（運材機能なし）

（ ） （ ）
索道（重力式、動力式） グラップルローダ付きトラック（運材機能あり）

（ ） （ ）
集材機（大型・小型） フェラーバンチャ

（ ） （ ）
モノケーブル（ジグザク集材施設） スキッダ

（ ） （ ）
リモコンウィンチ（リモコン・ラジコンによる可搬式木寄せ機） プロセッサ

（ ） （ ）
自走式搬機 ハーベスタ

（ ） （ ）
モノレール（懸垂式含む） フォワーダ

（ ） （ ）
運材車（動力20ps未満） タワーヤーダ

（ ） （ ）
運材車（動力20ps以上） スイングヤーダ

（ ） （ ）
ホイールタイプトラクタ グラップルソー

（ ） （ ）
クローラタイプトラクタ トラクタショベル

（ ） （ ）
フォークリフト ブルドーザ

（ ） （ ）
フォークローダ バックホウ（0.6ｍ 以上）3

（ ） （ ）
樹木粉砕機 バックホウ（0.6ｍ 未満）3

自社（自己）所有は裸書き、リースを（ ）外書きで記載すること。



（財務状況）

前事業年度 前々事業年度
損益計算書 ２期平均

年 月 日～ 年 月 日 年 月 日～ 年 月 日

決算期別総売上高 千円 千円 千円

地ごしらえ ha 千円 ha 千円 ha 千円
植 栽

小 計
う
ち 下刈り ha 千円 ha 千円 ha 千円
森 枝打ち
林 つる切り
整 小 計
備
業 除間伐 ha 千円 ha 千円 ha 千円
務 本数調整伐
売 小 計
上
高 作業道 m 千円 m 千円 m 千円

歩 道
防護柵
防風垣
その他附帯作業

小 計

計 千円 千円 千円

事業総利益 千円 千円 千円

事業利益 千円 千円 千円

経常利益 千円 千円 千円

税引前当期純利益 千円 千円 千円

当期未処分剰余金 千円 千円 千円

前事業年度 前々事業年度
貸借対照表 ２期平均

年 月 日～ 年 月 日 年 月 日～ 年 月 日

資 流動資産計 千円 千円 千円
産
の 固定資産計 千円 千円 千円
部

繰延資産計 千円 千円 千円

資産合計 千円 千円 千円

負 流動負債計 千円 千円 千円
債
の 固定負債計 千円 千円 千円
部

負債合計 千円 千円 千円

資本金 千円 千円 千円
純
資 剰余金(準備金･積立金等) 千円 千円 千円
産
の 当期未処分剰余金 千円 千円 千円
部

純資産合計 千円 千円 千円

負債・純資産合計 千円 千円 千円



様式第４号（第５条関係）

事 務 所 一 覧 表

名称・代表者 所在地・電話番号 従業員数 営業の種目

（名称） （所在地）
主
た 〒
る 人

事
務
所

（代表者職・氏名） （電話番号）

（名称） （所在地）
従
た 〒
る 人

事
務
所

（代表者職・氏名） （電話番号）

（名称） （所在地）

〒
人

（代表者職・氏名） （電話番号）

（名称） （所在地）

〒
人

（代表者職・氏名） （電話番号）

計 人

(注)必要に応じて欄を追加すること。



様式第５号（第５条関係）

森林整備業務技術者等一覧表

１ 専門技術者

年間 専門技術者資格等 社会保険等加入状況 資格
ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 採 用 就労 要件
氏 名 （満○歳） 年月日 日数 技 術 士 林 業 普 及 林 業 技 士 実務経験 労災 雇用 健康 厚生 退 職 金 該当

(日) 指 導員 等 ５年以上 保険 保険 保険 年金 制度 者

記入要領
１ 通年雇用の専門技術者（雇用して６か月以上経過している者に限る。）を５人まで記入すること。
２ 「専門技術者資格等」及び「社会保険等加入状況」は、該当する欄に○を記入すること。
３ 「資格要件該当者」は、県が発注する森林整備業務の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する要綱

（以下「資格等要綱」という。）第３条第２項第２号及び第４号の資格要件を満たす場合に◎を記入すること。
４ 資格要件該当者から順に記入すること。

２ 現場作業職員

年間 森林 労働安全衛生 専門 資格
ﾌﾘｶﾞﾅ 生年月日 採 用 就労 施業 法規定の安全 社会保険等加入状況 技術 要件
氏 名 年月日 日数 に係 衛生教育 者で 該当

（満○歳） (日) る経 兼ね 者
験年 伐木等の業 刈払機作業 労災 雇用 健康 厚生 退 職 金 る者
数 務特別教育 従事者安全 保険 保険 保険 年金 制度
(年) 衛生教育

記入要領
１ 通年雇用の現場作業職員(雇用して６か月以上経過している者に限る。)を10人まで記入すること。
２ 「労働安全衛生法規定の安全衛生教育」及び「社会保険等加入状況」は、該当する欄に○を記入すること。
３ 専門技術者で現場作業職員を兼ねる者は本表に再掲し、「専門技術者で兼ねる者」欄に○を記入すること。
４ 「資格要件該当者」は、資格等要綱第３条第２項第３号及び第４号の資格要件を満たす場合に◎を記入すること。
５ 資格要件該当者から順に記入すること。



様式第６号（第５条関係）

森 林 整 備 業 務 経 歴 書

商号又は名称

着 工 年 月 日
年度 発注機関 業 務 名 業 務 内 容 施工場所 請負金額

（作業種、面積） (千円） 完成(予定)年月日

合 計

記入要領
１ 申請日の直前５年度における公的機関（国、地方公共団体、森林整備法人、国立研究開発法人森林研究・整備機構森
林整備センター等）からの受注実績を記入すること。

２ 請負金額は最終契約額とし、年度ごとの小計を記入し、最後に合計を記入すること。
３ 必要に応じて欄を追加すること。



様式第７号（第５条関係）

特別徴収実施確認・開始誓約書

年 月 日

宮崎県知事 殿

所在地

（申請者）商号又は名称

代表者職・氏名

チェック欄（いずれかに該当する項目にチェックを入れてください。）

〈領収証書の写し添付〉

□ 当事業所は、現在 市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従業員

等の個人住民税について、特別徴収を実施し納付しています。

→ 直近の領収証書の写しを貼付してください。

添付する領収証書の写しが無い場合等

〈特別徴収実施確認〉

□ 当事業所は、現在 市（町・村）の特別徴収義

務者の指定を受け、従業員等の個人住民税について、特別

徴収を実施しています。 → 確認印を受けてください。

〈特別徴収義務が無い場合〉

□ 当事業所は、特別徴収義務の無い事業所です。

→ 確認印を受けてください。

〈開始誓約〉

□ 当事業所は、 年 月から、従業員等の個人住民

税について、特別徴収を開始することを誓約します。

つきましては、特別徴収税額の決定通知書を当社（者）宛

てに送付してください。

→ 確認印を受けてください。

市（町・村）確認印

直近の領収証書の写しを貼付してください。


